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県税の申告と納期の一覧
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　県民税利子割・配当割・株式等譲渡所得割、法人事業税、ゴルフ場利用税、自動車税環境性能割、軽油引取税、
県たばこ税、石油価格調整税及び産業廃棄物税については、次の加算金が課される場合があります。

法人の県民税、県民税利子割、県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、法人事業税、

県たばこ税、ゴルフ場利用税、自動車税環境性能割、軽油引取税、産業廃棄物税、石油価格調整税
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期限までに申告した税額が、実際の税額より少
ないために、更正を受けたとき又は修正申告の
提出があったとき。

期限後に申告があったとき又は決定を受けたと
き

期限後に申告した後又は決定を受けた後に、更
正を受けた又は修正申告の提出があったとき。

県の調査を予想しないで、期限後申告したとき
又は自主的に修正申告の提出があったとき。

不正な方法で税額を少なく計算したため、更正
又は決定を受けたとき。

申告（決定）税額×15％

更正又は修正税額×15％

申告税額×５％

期限までに申告して
いるとき。

申告していないとき又は期
限後に申告しているとき。

不足税額×35％（さ
らに10％加算する場
合があります）

不足税額×40％（さ
らに10％加算する場
合があります）

対象不足税額等×10％
（対象不足税額等のうち、期限までに申
告した税額又は50万円のいずれか多い印
額を超える部分については×５％を加算）

申告、決定又は更正に
係る税額のうち50万円
を超え300万円以下の
部分については×５％
を加算し、300万円を
超える部分については
×15％を加算した金額
（さらに10％加算する
場合があります）

1　微収の猶予

　次の(1)～(5)の何れかに該当する事実がある場合などにより、県税を一時に納付することができないと

認められる場合には、納税者の申請に基づき、原則1 年以内に限り「徴収の猶予」が認められる場合があ

ります。

　(1)  財産について災害を受けたとき又は盗難にあったとき

　(2)  納税者又は生計を一にする親族などが病気にかかったとき又は負傷したとき

　(3)  事業を廃止したとき又は休止したとき

　(4)  事業について著しい損失を受けたとき

　(5)  本来の納期限から１年以上経過した後に、納付すべき税額が確定したとき

2　申請による換価の猶予

　平成28年４月１日以降に納期限が到来する県税を一時に納付することにより、事業の継続又は生活の維

持が困難になる場合には、納税者の申請に基づき、原則１年以内に限り「換価の猶予」が認められる場合

があります。

納税の猶予・県税の減免
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　県民税利子割・配当割・株式等譲渡所得割、法人事業税、ゴルフ場利用税、自動車税環境性能割、軽油引取税、
県たばこ税、石油価格調整税及び産業廃棄物税については、次の加算金が課される場合があります。

法人の県民税、県民税利子割、県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、法人事業税、

県たばこ税、ゴルフ場利用税、自動車税環境性能割、軽油引取税、産業廃棄物税、石油価格調整税
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期限までに申告した税額が、実際の税額より少
ないために、更正を受けたとき又は修正申告の
提出があったとき。

期限後に申告があったとき又は決定を受けたと
き

期限後に申告した後又は決定を受けた後に、更
正を受けた又は修正申告の提出があったとき。

県の調査を予想しないで、期限後申告したとき
又は自主的に修正申告の提出があったとき。

不正な方法で税額を少なく計算したため、更正
又は決定を受けたとき。

申告（決定）税額×15％

更正又は修正税額×15％

申告税額×５％

期限までに申告して
いるとき。

申告していないとき又は期
限後に申告しているとき。

不足税額×35％（さ
らに10％加算する場
合があります）

不足税額×40％（さ
らに10％加算する場
合があります）

対象不足税額等×10％
（対象不足税額等のうち、期限までに申
告した税額又は50万円のいずれか多い印
額を超える部分については×５％を加算）

申告、決定又は更正に
係る税額のうち50万円
を超え300万円以下の
部分については×５％
を加算し、300万円を
超える部分については
×15％を加算した金額
（さらに10％加算する
場合があります）

救済措置・延滞金・加算金
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　沖縄振興特別措置法等に基づき指定された地域等において、一定の要件を満たした場合に、
県税の課税免除又は不均一課税を行っています。

 次の表は、要件について簡略化して表していますので、詳細な要件については事前に各県税事
務所等にお問い合わせください。

事業税、不動産取得税、固定資産税（大規模の償却資産で市町村の課税限度を超える部分）   
※　対象地域・地区により一部限定があります。   

①対象地域・地区、②適用期限、③対象事業又は施設、④新設・増設する施設設備の用途及びその価額、
⑤その他の要件（対象地域・地区ごとに異なる。）を満たした場合、課税免除等が適用されます。

観光地形成促進地
域

情報通信産業振興
地域

情報通信産業、情報記
録物の製造業、電気通
信業、放送業、ソフトウ
ェア業、情報処理・提供
サービス業、インターネッ
ト付随サービス業　等

1,000万円超
※固定資産税について
は、機械及び装置並び
に器具及び備品の取得
価額の合計額が100万
円を超えるものを含む。

措置実施計画の県知事認
定及び主務大臣の確認が
必要

R7.3.31

R7.3.31

産業イノベーション
促進地域

国際物流拠点産業
集積地域

経済金融活性化特
別地区

製造業、道路貨物運送
業、倉庫業、こん包業、
卸売業、機械修理業、デ
ザイン業、経営コンサル
タント業　等

道路貨物運送業、倉庫
業、こん包業、卸売業、
無店舗小売業、機械等
修理業、不動産賃貸業
等

金融関連産業、情報通
信関連産業、観光関連
産業、農業・水産養殖
業、製造業　等

1,000万円超
※固定資産税について
は、機械及び装置並び
に器具及び備品の取得
価額の合計額が100万
円を超えるものを含む。

500万円超
※固定資産税について
は、機械及び装置並び
に器具及び備品の取得
価額の合計額が50万円
を超えるものを含む。

1,000万円超
※事業税については、
機械及び装置並び器具
及び備品の合計額が
500万円を超えるもの

（固定資産税については
100万円を超えるもの）
を含む。

措置実施計画の県知事認
定及び主務大臣の確認が
必要

措置実施計画の県知事認
定及び主務大臣の確認が
必要

措置実施計画の県知事認
定が必要

R7.3.31

R7.3.31

R7.3.31

スポーツ又はレクリエー
ション施設（６）、教養文
化施設（５）、休養施設
（４）、集会施設（４）、
販売施設

1,000万円超

措置実施計画の県知事認
定及び主務大臣の確認が
必要

　自動車税、個人事業税及び不動産取得税は、コンビニエンスストアでの納付のほかモバイル電子決済等（クレ

ジットカード支払、インターネットバンキング支払、LINEPay請求書支払い、PayPay請求書払い、ｄ払い請求
書払い、J-Coin請求書払い、aupay請求書払い）も利用できます（税額が30万円以下で指定期限内である場合に
限る。）。

印鑑（法人の場合は代表者印）は委任状のみ必要となります。

納付後、すぐに納税証明書が必要な場合は、領収書をご持参ください。

納税証明書が必要な方は、各県税事務所、自動車税事務所、宮古事務所や八重山事務所の県税課で申請してください。

注　自動車税種別割については、平成27年度から車検更新時における納税確認が陸運事務所及び運輸事務所でも
行えるようになったため、納税証明書の提示が不要となりました。ただし、納付方法によっては、納税データ
が反映されるまでに相応の日数（２日から4週間程度）がかかるため、納付後、直ちに車検更新手続きを行う場
合は、従来どおりの納税証明書を提示する方法により手続きを行って下さい。

九州信用漁業協同組合連合会沖縄統括支店 (指定期限内)

納税の窓ロ・ロ座振替納税制度・納税証明書
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　沖縄振興特別措置法等に基づき指定された地域等において、一定の要件を満たした場合に、
県税の課税免除又は不均一課税を行っています。

 次の表は、要件について簡略化して表していますので、詳細な要件については事前に各県税事
務所等にお問い合わせください。

事業税、不動産取得税、固定資産税（大規模の償却資産で市町村の課税限度を超える部分）   
※　対象地域・地区により一部限定があります。   

①対象地域・地区、②適用期限、③対象事業又は施設、④新設・増設する施設設備の用途及びその価額、
⑤その他の要件（対象地域・地区ごとに異なる。）を満たした場合、課税免除等が適用されます。

観光地形成促進地
域

情報通信産業振興
地域

情報通信産業、情報記
録物の製造業、電気通
信業、放送業、ソフトウ
ェア業、情報処理・提供
サービス業、インターネッ
ト付随サービス業　等

1,000万円超
※固定資産税について
は、機械及び装置並び
に器具及び備品の取得
価額の合計額が100万
円を超えるものを含む。

措置実施計画の県知事認
定及び主務大臣の確認が
必要

R7.3.31

R7.3.31

産業イノベーション
促進地域

国際物流拠点産業
集積地域

経済金融活性化特
別地区

製造業、道路貨物運送
業、倉庫業、こん包業、
卸売業、機械修理業、デ
ザイン業、経営コンサル
タント業　等

道路貨物運送業、倉庫
業、こん包業、卸売業、
無店舗小売業、機械等
修理業、不動産賃貸業
等

金融関連産業、情報通
信関連産業、観光関連
産業、農業・水産養殖
業、製造業　等

1,000万円超
※固定資産税について
は、機械及び装置並び
に器具及び備品の取得
価額の合計額が100万
円を超えるものを含む。

500万円超
※固定資産税について
は、機械及び装置並び
に器具及び備品の取得
価額の合計額が50万円
を超えるものを含む。

1,000万円超
※事業税については、
機械及び装置並び器具
及び備品の合計額が
500万円を超えるもの

（固定資産税については
100万円を超えるもの）
を含む。

措置実施計画の県知事認
定及び主務大臣の確認が
必要

措置実施計画の県知事認
定及び主務大臣の確認が
必要

措置実施計画の県知事認
定が必要

R7.3.31

R7.3.31

R7.3.31

スポーツ又はレクリエー
ション施設（６）、教養文
化施設（５）、休養施設
（４）、集会施設（４）、
販売施設

1,000万円超

措置実施計画の県知事認
定及び主務大臣の確認が
必要

課税免除
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事業の用に供した

事業の用に供した
離島の地域

旅館業（下宿営業を除
く）
※畜産業、水産業に係
る個人事業税について
も課税免除あり

500万円超
※資本金の額等による。

事前申請及び県知事の確
認が必要

R7.3.31

・　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（第24条）に係る課税免除   
　→　事業税、不動産取得税、固定資産税：適用期間は令和６年３月31日まで。   
   
・　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（第26条）に係る課税免除   
　→　不動産取得税、固定資産税：適用期間は令和７年３月31日まで。   
   
・　地域再生法（第17条の６）に係る課税免除   
　→　事業税、不動産取得税、固定資産税：適用期間は令和６年３月31日まで。   

課税免除
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事業の用に供した

事業の用に供した

課税免除


